	産業機械器具卸売業


堅調な需要を背景に、販売額は、29年以降堅調に推移してきた。こうした状況の下で、仕入価格も上昇してきたが、販売価格への転嫁は遅れており、収益率が低下している。これに対して、自社生産や輸入品の取扱で収益を確保している企業がみられる。

30年の７～９月期に入って、一部に受注がやや減速してきたという企業もみられ、今後の経済環境変化に注意する必要がある。
業界の概要

産業機械器具卸売業は、産業機械器具を仕入れ、他の卸売業や産業用使用者に販売する産業である。
機械器具・工具は、用途、材質、寸法等によって様々な製品が存在する。機械器具・工具以外でも切削油、ホース、手袋など工場等で使われる商品を幅広く扱う場合も少なくない。そうした企業の中には、年間販売額が1,000億円を超える大手企業がある一方で、各専門分野に特化した商品を取り扱う小規模企業や地域ユーザーに密着した零細企業が多数存在している。平成28年の経済センサス活動調査によると、従業者４人以下の事業所で46％を占め、９人以下では４分の３に達しており、零細規模の割合が大きい。
流通経路は、一次卸商が、メーカー等から仕入れた商品を二次卸商（直需店、小売店）に販売し、そこからユーザーとなる工場等へ販売される経路が代表的であるが、一次卸商がユーザーに直接販売する場合や、通常は二次卸商となっている直需店が、特定の商品についてはメーカーの代理店として直接仕入れるなど多様である。輸入品の取扱は、一部で行なわれているものの、国内メーカーが高い競争力を保持しており、精度や耐久性などの観点から、安価な輸入品の取り扱いは、あまり進んでいない。
商品の配送は、自社の従業員が行ったり、専業者への外注、宅配便を使った配送をしたりしている。

大阪の地位と特徴

大阪府内「産業機械器具卸売業」は、2,802事業所で、従業者数は35,126人、年間商品販売額は３兆4,214億円であり、全国に占める割合は、それぞれ9.5％、11.2％、12.6％である（表１）。
大阪府の年間商品販売額は、東京都に次ぐ全国第２位であり、以下、愛知県、神奈川県、福岡県が続いている。
府内では、西区立売堀界隈を中心とした大阪市に６割の事業所が立地しており、機械器具卸団地がある東大阪市がそれに次ぐ。
受注先は、大手企業や専門化した元卸では全国で販売しているが、小規模な元卸や二次卸では、府内や近畿が中心である。ただし、受注先メーカーの工場立地が広域化する中で、販売エリアが近畿の外延部や中部地方、海外まで広域化するケースも少なくない。
販売は堅調
経済産業省「商業動態統計調査」から全国の販売額をみると、27年、28年と減少していたが、29年に増加に転じ、30年４～６月期には前年同期比9.5％増と好調に推移した（表２）。７～９月にはやや減速するものの4.4％の増加率であり、堅調に推移している。
府内企業への聞き取り調査でも、売上が横ばいという企業もあるが、１割前後増加しているという企業が多い。リーマン・ショック前の水準を10年かけて取り戻し、過去最高の販売額が射程に入ってきたという企業もある。地域的には、以前は、大阪府の需要が関東や中部よりも弱いという話が聞かれたが、昨今は、関東や中部に劣らず堅調に推移しているとされる。
堅調な需要を支える要因は多様である。近年の売上は、ものづくり補助金を活用した設備投資が下支えしてきたが、このところは人手不足や働き方改革といった動きを背景に、生産性向上のため自動化や生産ライン変更に伴う需要が増えている。また、頻発する自然災害に対応する工事に絡む受注も出ている。最終ユーザー別では、自動車業界向けが牽引しているとみる向きが多い。
収益率は二極化
販売単価は、受注先からの値引き要請があり、これまでは低下気味であった。一方、仕入単価については、このところの堅調な需要を背景に、メーカーによっては10～20％引き上げというケースもある。これに対して、販売価格への転嫁を順調にできているという企業がある一方で、転嫁に遅れが出ており、収益率の低下につながっているという声がある。
また、物流を外注している場合には、そのコスト上昇を販売価格に転嫁することが難しく、コスト上昇要因となっている。自社配送している場合でも、運転手の給与については、運送業界における同職種の給与水準が上昇していることから、離職を防ぐために、賞与など何らかの形態で対応が必要になっており、人件費が増加する要因である。
収益率は低下気味であるものの、販売が堅調なために利益額は横ばい、若しくは増加している企業が多い。ある企業では、自社でニッチな商品の生産を手掛けたり、海外で委託生産した商品を輸入したりすることで、収益率を引上げ、増益につなげている。別の企業でも相見積もりをとるなど、品質を落とさず少しでも安価に仕入できる仕入先を開拓するなどにより収益率を引上げている。
インターネット販売への対応は様々

近年、消耗需要品だけでなく、工具や計器類などをインターネット等で通信販売する企業があり、売上を伸ばしている。一次卸商については、そうした流通経路での販売が増えているというケースもある。
一方、二次卸商については、売上減少要因となる側面があるものの、納品方法・場所等でのきめ細かな対応や、一括納品の利便性から売上げはほとんど減っていないという声も聞かれる。
雇用は一部に積極的な企業がみられる
取扱品目が多岐わたり幅広い商品知識が求められるため、営業担当として自立できるには３～５年は必要との見方が強い。退職者も定期的に生じるため、人材が不足気味という企業が多いが、労働需給が逼迫しており、昨今では採用が難しい状況である。
給与面では、売上が好調であることから、冬の賞与を増やすという声が聞かれた。
設備投資は一巡
２～３年前に事業所の拡張や物流関連施設の建て替えをしたという事例や、受発注システムを一新したという事例はみられたが、そうした設備投資が一巡したという企業が多い。今年度については、パソコンやソフトウェアの定期更新はあるものの、大掛かりな投資をしたという企業はみられなかった。
大阪北部地震と台風21号の影響
台風21号で、屋根に取り付けた付帯設備が吹き飛ばされ企業では撤去費用に数十万円の費用が発生した。また、交通機関が止まった影響で、出社した従業員が帰宅できないといった事態が生じた。
売上については、今回の聞き取り調査の範囲では、ほとんど影響はなかった。地震・台風発生当日は営業ができなかったものの、その分を後日受注できたとみられる。一方、台風で破損した商品やブルーシート等についての受注があったという企業もあるが、極めて少額であったという。仕入先のメーカーの生産に遅れが生じれば、売上減少要因となるが、そうした影響も現れていない。
今後の見通し
受注は現時点では堅調であり、機械類など納期が長い商品については受注残もあることから、年末にかけて底堅く推移していくとの見方が多い。
一方で、受注の伸びは鈍化し、今後は横ばい推移するとの見方も少なくない。個別分野では、これまで受注が急速に伸びていた半導体製造装置関連向けの受注が、このところ落ち着いた動きになっているという。
米中貿易摩擦の動向など世界情勢の変動については、輸出を行なう割合が低いことから直接的な影響を被る訳ではないが、最終ユーザーの設備投資マインドに影響すれば、受注が頭打ちになっていくことが懸念される。
（町田　光弘）
※前回の調査時期は、平成26年１～３月期
表１　産業機械器具卸売業（平成28年）
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大阪府 全国

大阪府の

全国シェア

事業所数 2,802 29,559 9.5

従業者数 35,126 313,770 11.2

年間商品

販売額

3,421,404 27,114,353 12.6


資料：総務省「平成28年経済センサス活動調査（産業別集計：卸売業，小売業に関する集計）」


（注）管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額の金額が無い事業所は含まず。
表２　産業機械器具卸売業販売額の推移（全国）

[image: image2.emf]（単位：10億円、％）

販売額 前年比

平成25年 12,014 -3.1

26 12,075 0.5

27 11,614 -3.8

28 10,742 -7.5

29 11,170 4.0

30年1～3月 3,048 8.4

4～6月 2,846 9.5

7～9月 2,915 4.4

年　月


資料：経済産業省「商業動態統計調査」
（注）30年7～9月は速報値。
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